第４回福山市上下水道事業経営審議会議事録
１　日　　時　　２０１６年（平成２８年）４月２８日（木）
　　　　　　　　９時から１２時２０分まで
２　場　　所　　中津原浄水場　水質管理センター２階会議室
３　出席委員　　１０人（委員総数　１０人）
　　　　　　　　石井委員，小田委員（副会長），客本委員，日下委員，河野委員
　　　　　　　　小林委員，武井委員，堤　委員（会長），橋本委員，平田委員　
　　　　　　　　（※名前は五十音順）
４　傍聴人　　５人

５　次　　第
　（１）開会

　（２）議事

【第３回福山市上下水道事業経営審議会において整理された論点】
　　　ア　上下水道事業の中長期的なビジョン（経営戦略）策定について
　　　イ　上下水道施設の設備投資（更新・耐震化）について
　　　ウ　下水道整備のあり方について

　　　エ　広報広聴のあり方について

　　　オ　官民連携，広域化について

　　　カ　工業用水道事業会計の資金の活用について

　　　キ  水道料金，下水道使用料のあり方について

　（３）閉会
６　配布資料
　　・第４回福山市上下水道事業経営審議会次第
　　・福山市上下水道事業経営審議会委員及び上下水道局職員出席者名簿
　　・配席図
　　・各論点についての説明資料
７　議事録
議事に入る前に，本年3月20日発生した「走島町における送水管漏水事故について」及び「熊本地震災害に伴う被災地支援について」これまでの経過や現在の状況などについて報告する。
（１）上下水道事業の中長期的なビジョン（経営戦略）策定について
事務局から「上下水道局の基本理念（使命），理想の姿（ビジョン）」について説明した。
その後，次の内容の質疑が行われた。
委　員　　言葉の使い方について，基本方針の「しなやかなライフライン」という「しなやか」という言葉を「強靭」という意味にわざわざ言い換えて説明するなら，最初から「強靭」にした方が分かりやすいのではないか。

委　員　　同じ意見だが，実際に「しなやか」というのは水道ではどの様な意味をしているのかはっきり分からない。

私たち素人がはっきり分かる様な「強靭」という言葉を使った方がライフラインはしっかりしているのだという事が明確に分かる様な気がする。

委　員　　わざわざ，「しなやかな」というふうに言い換えた事の意味を聞きたい。

　　　事務局　　「しなやかな」をあえて言い換えたところ，指摘を頂いた。

厚生労働省では，新水道ビジョンの中で「しなやか」という言葉を使っている。逆に我々とすれば「強靭」の方が難しいのではないかとの思いもある中で，他都市の計画や国のビジョンでは「しなやか」という言葉が沢山使われおり，そちらの方が市民には分かりやすいのではないかという事で，「しなやか」という言葉を使っている。また，理想の姿の中でも「しなやか」という言葉を使っているがこれについては，色々な計画等で使っているため，すぐ見直しが出来るかどうかは即答できない。

　　　委　員　　※印か何かで解説を付ければよいと思う。

　　　事務局　　経営戦略を策定する中では，様々な行政用語や専門用語があるため，計画の最後に用語集を作ることや，ページの一番下の欄外に※印で注釈を入れるなど，分かりやすくなるように工夫したい。

　　　委　員　　先ほど，厚労省が使っているからという話であるが，厚労省が使っているかどうかは，私たち，一般市民は分からない話である。市民の目線となると，逆にとても分かりにくいと感じた。

　　　会　長　　厚労省はこの言葉を使っている。「強靭な」という事に言い換えるとの話もあったが，実はそれだけでなく，もっと幅広い意味で英語の「レジリエンス」からきている。幅広く，弾力性のある，融通性があるなど，すごく幅広い意味で，それを日本語で「しなやかな」を使ってきている。これが水道の中では基本的な言葉としてずっと使われていて，一般的にはこれを使う。これを住民の方に分かって頂かないといけないので，先ほど話があった，※印で説明を加えておくなどの対応が良いと思う。

　　　委　員　　私の意見としては熊本で大震災があったが，もっと危機管理を前面に出すべきだと思う。熊本地震の際に「今，何が欲しいですか」と質問をすると，大半の人が「水」と答えた。ここの場面で水の大切さという危機管理をもっと出した方がいいのではないかと思う。

　　　委　員　　基本方針のところは，大変思いのこもった４行だと思うが，思いを入れたいがために，逆に分かりにくくなっている気がする。
基本方針の全ての項目に内容が２つある（何々と何々，何々や何々）。なにかこだわりがあり，結果的にこうなったのだと思うが，もう少し分かりやすい文章の方が，理解されやすいと思う。「しなやか」という言葉は，理解するととても良い言葉だと思う。

　　　委　員　　基本方針を上から読むと「ふくやま」となると言われたが，そこに少しこだわりすぎていると思う。いらない飾り言葉が多すぎる様な気がする。

一番下の「まちにも人にも優しい環境づくり」を「将来を予見した持続可能な経営基盤の確立」としてイメージを１つの項目に入れるのがふさわしいかどうかという思いがある。

二つ目の「安心・安全な生活環境の提供」の「環境」と，四つ目の「まちにも人にも優しい環境づくり」と，「環境」が二つあるが，ここの差別化がはっきりしない様な気がする。

　　　委　員　　全体を通して市民の方により分かって頂くためには，できるだけカタカナの言葉は，日本語での言葉の方が良いのではないか，考えて頂きたい。

　　　会　長　　いろいろな意見を頂いたが，どのように整理するか，次回，示して頂きたい。

一つ確認するが，基本方針の部分は，簡単に１行でまとめている。このため分かりにくいということで，色々な意見として出てきているが，実際ビジョンを整理して作っていくときに，基本方針をこの１行だけにするのか，その1行の下に少し持っている意味を何行か書くのか。
　　　事務局　　基本理念，理想の姿があり，先程からご意見を頂いている基本方針，それを受けて施策体系が4つある。

例えば施策体系の4項目だけでは何のことかわからない，具体が分からないと思う。このため，その中へさらに項目を分けて，もう少し具体化した部分を作っていきたい。

　　　　　　　　基本の理念であるとか使命，ビジョンは大きな視点での部分しか表現できないが，それだけでは分からないため，事業をするに当たっては体系づけてビジョンを作っていきたい。それをさらに具体化・具現化するために，別に策定する実施計画の中でもっと具体を入れていこうと思っている。

　　　会　長　　基本方針の考え方の下に施策体系を示し，次の具体的な事業等へ内容が反映される形でつながっていくというのが分かりやすいということか。

　　　事務局　　別紙の実施事業一覧では，左側に4本の柱があって，さらに18の施策に分け，さらに実施事業を作ることとしている。今後，実施事業ごとにどのようにしていくかを検討していきたいと思っている。

　　　会　長　　基本方針の4項目の文章の中に二つの内容があるとか，重複している部分があるという議論があったが，「ふくやま」にこだわらずにもう少し分けるということも検討の余地としてはあるということで良いか。

　　事務局　　これについては検討し，次回提示していく。今皆様方から頂いた意見を反映してビジョンの素案を作っていきたいと思っている。

　　会　長　　言葉については，少し分かりやすい言葉にしていただきたい。

カタカナを分かりやすい言葉にすることや，少し説明を入れるという意見もあったため，見直し案を示してもらい，次回，再度意見を頂くということで良いか。

　　　　　　　【委員了承】

（２）上下水道施設の設備投資（更新・耐震化）について
委　員　　走島の海底送水管の事故や熊本地震などが起こっている。計画的に更新して耐震化しているということだが，突発的な若しくは大きな地震が起きた時に予算が十分足りるものなのかどうなのか，災害の大きさにより変わってくると思うが，どのように考えているのか。

　　　事務局　　地震対策であるが，水道，下水道，工業用水道の耐震化対策を行っている。地震レベルでいうと，震度6強（水道・工業用水）から震度7（下水道）の地震でも耐えうるような施設にしていく考えで行っている。熊本地震のように震度７が続いて起こった場合は実際に耐えうるのかどうなのか検証が必要であると思っている。

　　　　　　　　どういう更新の仕方が良いかと言うと，耐震化率をすぐに100％として，いつ地震が来ても大丈夫な状態にしておくのがベストと思うが，それにはかなりのお金がかかってくる。更新費用の試算では，3事業あわせて50年間で1兆円，年平均200億円の投資が必要となる。

この額での投資は難しいが，アセットマネジメントで算出した更新投資額であれば，投資は可能かもしれない。借金や国から補助金などの財源で，ある程度の投資はできると思うが，今後は料金収入が確実に減少してくるという状況の中で，どのように更新していくか，今の施設をどれだけ長持ちさせるか，ということも考えていかないといけない。

　　　会　長　　今回のような地震が起こると，それに耐えうる施設でなければいけないが，更新費用や時間の関わりもあると思うので，最小限に被害を押さえる方法を考えていかないといけない。
今，基幹管路と重要管路を優先的に投資しているが，どれぐらいで基幹・重要管路の更新が終わると考えて投資しているのか。

事務局　　2005年度までは耐震管ではない管路を使用している。これを耐震化するというのは，かなり無駄である。10年前に布設した管を更新するにはお金や時間もかかるため，アセットマネジメントで示しているが，使えるものは使っていこうと考えている。

　　　事務局　　耐震化について，水道の管路は，基幹管路と重要管路，下水道も同じ考え方で，流域下水道の大きい管渠から避難場所までの管渠を優先的・計画的に耐震化している。いつごろまでに完了するというのはなかなか難しい。新しい管もある中でそれを更新・耐震化していくのは難しいと考えている。

基本的には優先順位をつけて基幹管路・重要管路を耐震化していく考えである。施設も同様に出原浄水場を全面的に更新している。中津原浄水場は，取水施設，沈砂池など上流から耐震化している。しかし，末端の家庭までの管路については，まだ耐震化できていない状況がある。いつまでかかるかは，今はまだ言えないが，限られた財源の中で，アセットマネジメントの視点を考慮しながら，計画的に投資していきたいと考えている。

　　　会　長　　水道施設地震対策基本計画について，基幹管路の耐震化率を2021年度までに73％，浄水施設の耐震化率を42％にする計画で進めているが，今の財政見通しを踏まえての計画だという理解で良いか。

　　　事務局　　そのとおり。

　　　会　長　　料金収入は増えない，一方で地震対策として耐震化はしていかないといけない。この数字はどこまでを担保できる数字なのかということを住民の方に示すことはできるのか。100％の耐震化は無理だと思っているし，その辺はどうなのか。73％だと，これぐらいの範囲でこれぐらいのことが担保できるであろうということを住民の方に説明して，理解いただく必要がある。この数字だけ出されてもたぶん住民の方は分からないと思う。
　　　事務局　　100％がベストであると考えているが，水道であれば上流の方から耐震化していく。浄水場が壊れたら水もつくれない。災害があっても水がつくれる状況，基幹管路を通して配水池に水が送れる状況である。福山市全域で9か所の緊急遮断弁を設置した配水池があり，40,000㎥の水を貯めておくことができる。それに貯めておけばある程度の日数分の水は確保できると考えている。

　我々としては，近隣市町からの応援給水やペットボトルなどにより，住民の皆様が不安のないように水を確保していく，下水も含めた災害対応をしていこうと思っている。

　　　会　長　　73％になったら，また，40,000㎥の水が確保できたらどれくらいの人口の方の飲み水が担保できているのか。今の耐震化率が73％になったらもっと増える，もっと近くですぐにということが担保できるのか。そんなところをもっと整理していただくと，住民の方はわかりやすいのかと思う。

　　　委　員　　40,000㎥というのは，何日分ぐらいもつのか。

　　　　　　　熊本の地震を見たら，3日間耐えることができたら何とかなるというイメージがあるのだが。

　　　事務局　　1人1日3リットル必要だが，緊急遮断弁が機能して40,000㎥の水が確保できると，１週間分となる。

　　　委　員　　熊本の災害があって，福山の現状を広報していく努力というのは，水道と市民との間がすごく近くなってくる。また，水道料金を上げるにしても「今耐震はこうなっています」，「こうすると水はこれぐらい供給できる」など，市民生活に密着したような情報を投げかけることをタイムリーにしていくことが必要だと思う。

　　　会　長　　下水道の管路の更新，耐震化についての考え方があれば示してほしい。

下水道も本来は水道と併せてやっていくべきだと思う。水道の方の復旧が大変早く，使用量も徐々に増えていって，通常の使用量に戻ったにも関わらず，下水道は復旧していないという時に，本当にそれを流して良いものかどうかという議論が出てくる。

　　　事務局　　下水道管路の更新・耐震化計画について，県の流域下水道の幹線管渠がある。そこへ福山市公共下水道の幹線管渠を接続している。この流域下水道の幹線管渠から福山市が位置づけている広域避難場所までの幹線管渠を現在耐震化している。

　　　　　　　　確かに，下水道の復旧は水道より時間がかかるが，連携を取りながら復旧できるような考え方を持たないといけないと思っている。

　　　会　長　　是非，水道と下水道は一体で考えていただきたいと思う。住民の方に分かりやすい説明ができるように整理をしていただくと良いと思う。

　　　委　員　　耐震化や更新というのは収益をまったく上げないため，地方公営企業としてはきつい状況である。73％までは耐震化できるが，あとは住民に理解してもらうことが広報の立場からは必要であると思う。

　　　　　　　　収支の面から言うと，耐震化というのは投資計画上収支が取れない。平成30年には資金がなくなり，数年後には何十億の資金不足が生じるが，即料金値上げとはいかない。税とか国に対しての財源措置の要請があっていいのではないか。また，応援協定を結んで，被災した場合にも相互に応援するということがあっても良いのではないかと思う。危険の分散をするため，組織的な体制が必要であると思う。

　　　事務局　　税金については，水道，下水，工水は独立採算でやっていかないといけないため，総務省の繰出基準にマッチングするものでなければ，税を繰入金としていただくことができない。それ以外の部分については，赤字補てんとなるため負担の公平性上できないと考えている。今ある財源で投資していくことを考えていかないといけない。

　　　　　　　　総務省は投資計画と財政計画が均衡するような計画を策定するよう各事業体に要請している。水道事業については平成30年に資金不足を生じるということで，非常に厳しい状況であるが，あらゆる観点から経営資源を検証する中で，経費の削減・節減や新たな収入の確保を考えていかなければならない。

　　　　　　　　危険の分散については，日本水道協会や日本下水道協会の中で災害時に応援するという協定を結んでいる。また，下水道の管路業協会と協定を結んで修繕を応援してもらうこととしている。また，業務委託をしている第一環境とも災害応援協定を結んでいる。さらに尾道，松江，福山が相互応援協定を結んでいる。災害応援については，上下水のみでなく，福山市全体で考えていかなければならない。

　　　会　長　　国の補助を受けながら事業をやっていくというのは，これからは難しくなっていくと思う。

　　　委　員　　財政支援も一時的にはあるかもしれないので，あらゆる機会を通じて国には要望していってもらいたい。

どこもこういった課題を持っており，共通した課題であるので，そこは財源確保に向け検討する余地があるのではないかと思う。

会　長　　応援協定については，住民の方がご存知かどうか，広報の話になってくる。おそらく災害協定等の取組は知られていないと思うので，ＰＲした方が良い。

　　　事務局　　広報広聴の全ての案件について，良い事も悪い事も「どんどん情報発信していく，住民からの意見を聞いていく」というスタンスをとっていこうと思っている。先ほどの意見を踏まえ，災害協定等の取組などをＰＲする。

　　　委　員　　国の補助が受けられないということになれば，企業債を利用しなければいけないということになると思う。すでに企業債残高がかなり多いところに，投資すればさらに増えていくが，それを良いとするのか。将来にわたって返済していくのか。使用料も人口も減っていく中で，将来の負担が増えていくことは間違いない。企業債についても，残高がこれだけあって今後どうすればよいか。耐震化は安心するが将来の負担は大きくなるということを広報するなど，説明して理解してもらわないといけないと思う。

　　　会　長　　企業債残高は減らしていく。内部留保資金は，一定程度は確保しておくということを，これまで説明してもらっている。耐震化との兼ね合いで，投資をするための企業債を増やすと，企業債残高が増える。一方で耐震化の進め方が少し減る。というような議論になると思う。将来の経営としては赤字にならない，持続可能な上下水道がつぶれない，市民に今と同じ水が供給できるという前提で進めようとすると，企業債残高を増やさない方向での設備投資のあり方，内部留保資金を一定程度は確保できる経営計画のあり方をベースとして検討していただくという理解で良いか。

　　　　　　　　今，検討していることをベースでビジョンの策定は進めて頂くようお願いする。その中で，基幹管路の耐震化が73％まで達した時点でどのような影響があるのか，住民に分かりやすく説明することが必要であると思う。

　　　委　員　　不謹慎だが，この度の熊本地震は，いい意味で良い教訓を頂いたと思う。

　　　　　　　　色々な市町が被災されたが，耐震化した施設が今回の地震でどうだったのか。耐震化をした施設は，もったのか，もたなかったのか。そこら辺の検証と色んな市町で耐震化率が何％のところが，何日で復旧したのか。

それぞれの市町の耐震化率や被災状況，復旧状況を調べていただきたい。

　　　事務局　　熊本の状況は，当然まだ出ていないため，東日本大震災や阪神淡路大震災のときの影響があった事業体の耐震化率などについて，日本水道協会，下水道協会，工業用水協会などの資料を整理して次回提示して説明させてもらう。

委　員　　今回の熊本の分もしっかりした資料でなくてよいので，できる範囲で調べて頂きたい。

事務局　　新聞報道のことしか分からないと思うが，できる範囲でお示ししたい。

　　　委　員　　耐震化について，災害を100％防ぐというのは難しいと思う。いかに災害から身を守るかということで，耐震化率を上げることも一つの方法であるが，災害が起きた時にいかに総合的に支援が受けられるか，総合的な対策をやることが必要である。100％耐震化を求めるよりも，冒頭でも議論になった「しなやかな」対応というのも必要であると思う。

　　　会　長　　その通りで，重要なところだけはしないといけないが，全て100％耐震化しなければならないと委員の皆さんが言っているわけではない。最低限必要なところをしっかりやり，どういうことが市民の皆さんにできるのかということを，市民に説明できるようにしておくことが必要であると思う。

（３）下水道整備のあり方について
　　　会　長　　どこまで整備していくかということと，財政との関わりということがあるため，議論していくということで論点に挙げている。

　　　　　　　　その中でも市街化区域をどういう考えで整備をしていくのか，という論点が一つある。皆さんの意見を伺いたい。

　　　委　員　　市街化区域の目標は100％ということであるが，今何％か。

　　　事務局　　市街化区域は公共下水道で100％整備していく計画で進めている。

　　　　　　　　今後整備していく市街化区域は950haで，現在の人口分布で整備をしていく場合，人口普及率は80％になる。

　　　委　員　　これから整備していくところは効率性が劣ると思うが，そうは言っても住民のニーズが高いところから優先して整備すれば良いと思う。

合併処理浄化槽で良いという人には，そういう対応をしてもよいと思う。普及率が70％で全国平均より低いので気にはなるが，あえて数字にこだわらず，ニーズのあるところを積極的に整備していくという方針で良いと思う。

　　　委　員　　未供用区域が，38,987人というところを，どうするのかということだと思うが，具体的な場所はどこなのか。

　　　　　　　　それから，現状でのニーズも大切であるが，今後の人口の動向などを考慮していっていただきたい。都市計画税を払っていただいているが，今後の見通しとして将来的にも人が住み，下水をつないで頂けるのか，ということをしっかりと考えていかないといけないと思う。何も100％でなくても良いと思う。

　　　委　員　　整備をするかどうかというのは，財源等の問題がある。国の方から安くて良いものを造るというような方針が出ているのか，実際研究がされているのか，下水に限らず全体として，そういった動きがあるのか。

　　　事務局　　まず，どの地域の整備が残っているのかだが，周辺部に整備が移っており，特に，合併町である新市，神辺，沼隈は下水道整備の着手が遅かったため残っている。旧福山市では，瀬戸町，大門町，鞆町をメインで整備しているところである。

　　　　　　　　整備の方針としては，住民のニーズをよく聞いて効率の良いところから整備していくということで進めている。ただし，財源に限りがあるため，どこまで市民ニーズにマッチングした整備ができるかを考えていかないといけない。立地適正化計画に基づいて，市街化区域内で居住誘導区域や都市機能誘導区域を設定すると聞いているが，そうなると周辺地域はどうなるのかということを注視しながら，連携しながらやっていかないといけないと思っている。

　　　　　　　　次に，下水道技術の研究について，管はあまり変わってこないと思うが，処理場の機械設備等については，技術革新が進んでいると思う。管の整備について，国の基準等が緩和されて，マンホールとマンホールの間隔を広くすることや地中に埋める管を露出することも可能となり施工費用が安くなっている。我々としてもできるものは，施工に反映して実施しているところである。

　　　委　員　　市街化区域であれば，全て下水道整備をしなくてはいけないということでもないと思う。都市計画事業は色々な事業があるが人口減少していくところについては，整備しなくてよいと思う。

　　　　　　　　市街化区域外で下水道整備をすることになった場合には，それなりに税で徴収するのか，別の負担金で徴収するのか，形態は違うにしても負担の公平性は確保するべきである。

　　　　　　　　合併処理浄化槽の経費と比較して，下水道が3分の2以下という経済比較をしているが，これは住民負担が，3分の2以下ということか。

　　　事務局　　経費が3分の2というのは，住民負担ではなくて，実際に公共下水道を建設し維持管理する費用と合併処理浄化槽を設置して維持管理する費用を比較したものである。市街化区域，市街化区域以外の区域で公共下水道が合併処理浄化槽の3分の2以下の区域については，家が連担している，いわゆる集合処理の方が効率的であると判断している。その区域を下水道の全体計画区域として位置づけている。下水道事業は都市計画事業で住民から都市計画税を頂いて事業を進めており，効率の良い所は全体計画区域に入れている。すぐ接続するから下水道を整備してほしいという市街化調整区域の住民からの要望があった場合には，効率性があれば下水道を整備していく考えである。また，この区域は都市計画税を払っていただいていない区域であるため，土地に対して建設費の一部を負担していただいている部分について，市街化区域は受益者負担金，それ以外の区域は受益者分担金ということで差別化を図っている。なお，下水道使用料の金額は一緒である。

　　　会　長　　委員の皆さんの大枠の意見は，公共下水道で市街化区域を100％整備するという方向でなくても良いのではないか。後は，将来の人口予測や住民のニーズなどを調べて，それに応じた対応で良いのではないか，と言うことだったと思う。

　（４）広聴広報のあり方について

　　　事務局　　昨年度「広報広聴戦略」を策定しているが，今修正をしているところである。修正ができた段階で皆様方に提示していこうと思っている。如何にいい情報悪い情報を市民の方に分かりやすく丁寧に伝えていくのかということが課題である。また，一方通行ではなく双方向のコミュニケーションを図る中で，色々なご意見・要望をお聞きして事業に反映していくというような視点を持っていかないといけないと思っている。

　　　委　員　　理想の姿と言うことで，色々なことを書かれている。これを進めていくということであるが，具体的な方法を検討し，市民が身近に納得できるようなものがあれば，もっと分かりやすいのではないかと思う。

　　　　　　　　なかなか難しいと思うが，例えて言えば，机の上にある水（ペットボトル水）を飲んでおいしいというのが，市民の皆さんに本当に普及しているかどうかというのがあろうかと思う。手に取ってわかる，五感で感じるとかというようなものがあればというような気がする。

　　　会　長　　アンケートを上下水道局の方で実施しているが，それを住民の方にどのようにフィードバックしていくのかというのが足りないと思う。問題点を整理しているが，ここに書いてあることが具体的にできていないのではないか。もう少し具体的にするにはどうすればよいのか，踏み込んでいかないといけないと思う。

　　　委　員　　現状では小学校の訪問授業や出前講座を実施されているが，年間どれくらいの回数行っているのか。

　　　　　　　　また，各地域で勉強会という形で，公民館やコミュニティーセンターを活用されると，各地域で皆さん集まって来られるため，そういったことを年間通して行っていただければと思う。ホームページへの掲載も紙ベースも大変良いと思うが，見る方が固定されてしまうので，色々な形での広報広聴の方が，皆さんが選んで情報をつかんでいけるのではないかと思う。

　　　委　員　　訪問授業や出前講座は局の方が積極的にアプローチして行かれるのか，学校から来てくださいと要望を受けて動かれるのかお聞きしたい。

　　　事務局　　昨年度の訪問授業は44校で，今年度は，54校の予定である。年度当初，小学校の校長会等を通じて案内を出している。出前講座については，2回から多いときに，5，6回行っており，地域から要望があった時に職員が出向いて，様々な説明をしている。

　　　　　　　　出前講座は，住民の方々の切実な思いが聴ける場である。

　　　委　員　　環境保全課でも，水環境ということで出前授業を実施している。「芦田川見る視る館」では，環境保全課や環境啓発課と一緒となり計画的に受け入れをしている。福山環境大学ということも実施されている。環境関係の色々な課やＮＰＯ，芦田川環境マネジメントセンターと連携をしていただくようお願いする。

　　　事務局　　福山市が行政運営方針の中で，多様な主体との連携（産・学・金・官・民・労）ということを掲げているが，しっかりと仕組みづくりをしていきたい。実際にこれまでも環境部門や「芦田川見る視る館」とも水道の部分で連携してきたこともあるため，今後もしっかりとやっていきたい。

　　　会　長　　幅広く色んなネットワークを使いながら，広げていくということしかないだろうと思う。今の延長戦上で考えるのではなくて，もう少し違った視点から取り組むということを考えていかないと，皆さんと一緒に作り上げる水道事業にはならないと思う。

　　　　　　　　これからは市民の方とパートナーシップを築きながら上下水道事業を運営していく。その中で最後に出てくると思われる水道料金，下水道使用料のあり方ということも理解をいただけるのではないかと思うため，パートナーシップというのを今まで以上に考えた広報広聴のあり方というのが必要と思う。局としても今までの考え方を変えて広報広聴への取組をすることも必要である。

　　　委　員　　この前のシンポジウムの内容を聴いて，これからの耐震化への経費がどれくらいかかるなど，難しいことは言わず分かりやすく市民に対して説明するという視点ですれば，理解が得やすいのではないかと思う。

　　　　　　　　熊本の地震で，今何が欲しいかと聞いたら水だった。だから水の大切さを強調するような広報をすれば，官民連携などの理解が得やすいのかと思う。そういう視点で広報へも活かしてもらいたい。

　　　委　員　　広報の仕方だが，官の方からの発信というのは，発信のルートそのものが決まっているというのがあると思う。市民とのパートナーシップという視点で，一緒に連携した，例えばＮＰＯとか市民側からの発信を利用するルートもあるのではないかと思う。情報誌の記者をしている関係で，中央２号・中央５号幹線の記事を掲載した。これだけ大きな雨水管の工事をしていることを知らなかったということで記事にした。官からというよりは，連携したところから発信した方が市民に身近であるように思ったので，そういう方法もお願いしたい。

　　　委　員　　同じ意見だが，行政だけが広報の取組を考えるのではなく，ＮＰＯや民間，主婦など，色々な人を巻き込んだ委員会のようなものをつくり，そこで検討していき，活動も共に行っていくというのも一案ではないかと思う。

　　　会　長　　上下水道局からだけでなく，市民の皆様方の横のつながりでの情報交換というのが，広がりが大きくなると思うので，市民の方に広げていくという発想がこれからは必要であると思う。行政も限られた人数で，出前授業も限られた回数しか行けないため，うまく市民の方のネットワークを通じながら実施していくような方法も考えていけば良いと思う。

　（５）官民連携，広域化について

　　　会　長　　官民連携，広域化というのは，今の上下水道局では避けて通れないということで，論点に挙げている内容である。

　　　委　員　　官民連携で具体的に業務委託してどれくらい費用が浮いたか，例のような数字が分かるか。

　　　事務局　　昨年度から営業関連業務の法人委託，水道メーターの検針，窓口，収納などを包括的に委託しているが，これが年間で約1億3千万円の減となっている。同様に漏水修繕業務の委託範囲の拡大をしているが，5千万円程度のマイナスになっている。

　　　　　　　　経費の部分もマイナスになっているが，マイナスの大きな要因というのは人件費である。安易に人数を減らすのではなくて，安心・安全を担保できるような人員配置を基本として，民でできるものは民にお願いするというスタンスで実施している。

　　　　　　　　この考え方は，行政運営方針に掲げている「行政責任の確保を踏まえた上で」が大前提となっている。その中で「公がするべき部分」と「民がするべき部分」との役割分担を明確にした上で，民でできる部分については民にまかせていく。民間の技術力やノウハウ，資金を活用していくということが基本である。そのことによって市民サービスの向上につながっていかなくてはいけない。

　　会　長　　官民連携や広域化もそうだが，少し考えておかなければならないのが，コストを下げるためにやるということではなくて，やはり人，上下水道局の職員も減っていっている，技術者も減っていっている。そうした中で新しい技術を取り入れながら新しい上下水道事業のあり方を検討していくということが官民連携や広域化の主たる目的であると思う。その部分も踏まえながら，官民連携や広域化のあり方について考えるべきだと思う。

結果的にトータルとして，個別の官民連携でのコストダウンではなくて，全体としてコストが下がっていけば，ベストであると思う。

　　　委　員　　技術革新について，官民連携，広域化の一つの項目としてあってもいいのではないかと思う。

　　　会　長　　官民連携を考える上では民間の技術をできるだけ反映して，新しい技術を早く取り入れるというのも官民連携の大事な要素の一つと思う。

　　　副会長　　官民連携の取組状況の中で，営業関連業務等の委託は責任を取りやすい。いわゆる債権回収に近い業務で，責任の所在がはっきりしやすいが，漏水修繕業務や浄水場業務の委託については，何かトラブルが発生した時に責任をだれが取るのか，最終的に行政が被るのか，そういった所の責任の所在をはっきりさせておかないと，単純にコストダウンだから委託しますということだけではいけない。まして市民サービスである以上，安心・安全を果たして確保できるのか。お互いどのようにして責任を取っていくのか。市民感覚からすると，もともと行政が担っていたものなので，何かあった時に必ず行政の責任を問われる。そうなった時にどうするのか，という所をしっかり，きちっと精査していなければ，安易にやるべきではないのではないかと思う。

会　長　　いわゆるリスク管理。公がどこまで担保して，また民がどこまで担保するのか。逆に言うと公が担保しておかなければいけないものは何なのかというような整理がないと，民間への委託を進めていく，広げていくというのはどうか。単純な作業であればよいが，民間の技術，情報を取り入れながら広げていくということになると，そこの部分をどう担保していくか，しっかりと考えないといけないと思う。

事務局　　公と民との役割を明確にすることが重要である。

　　　　　　　　水道事業についても下水道事業についても従来型の業務委託というやり方であり，行政が最終的に責任を負うものである。官民連携の手法の中で，コンセッション方式というのがある。これは運営権を民間に売却するというものだが，実際どこが責任を取るのかと言うと，結局公が責任を取ることになる。先ほど副会長が言われたように，最終的な責任は公にあるため，そこのリスク分担をどうするのかをしっかりしておかないといけない。

　　　　　　　　今後委託をする浄水場についても，公と民が行う部分をしっかり明記する中で担保していきたいと思っている。公と民の役割を明確にする，公と民のリスク分担をしっかりしていくことで，市民サービスは低下しないという判断で，過去も委託しているし，今後も委託しようと考えている。

　　　　　　　　営業関連業務委託の債権管理の部分で，通常の収納については民でも問題はないが，差し押さえであるとか公権力の行使というのは，我々の責任において，公の役割でやっていく。通常の納付書の発行や収納の部分については，民で行うなど，そこは線引きをしているところである。

副会長　　最終責任を行政が抱えるということは，大きなコストを行政が抱えるということである。債権回収などは，そんなにコストがかからない。コンセッション方式の時，修繕にトラブルがあって再修繕することになると，やはりコストがかかることになる。今，経営がしんどいという話をしている時に，よりコストがかかるものは行政が負うが，コストのそんなにかからないルーチンでできるものは民で良いというのなら，それは今議論していることと一致しているか，と言うのが私の感想である。

　　事務局　　そのとおりであるが，色々なリスクと言うのは今，公が全てやっている業務の中においても当然ある。債権の部分でも，浄水場の部分でもある。それを公の中でモニタリングをして整理をしている。民間委託した場合も，リスクは絶対ある。リスクの発生を抑制するために，今まで通り業者に対してモニタリングしていく。今までは公が公に対してモニタリングしていた。委託しても，公がモニタリングするということに変わりはない。

　　　副会長　　趣旨はわかる。行政が行政をみているのは，ある程度公平性を確保できるが，別組織である民に委託するということで，透明性という部分で落ちてくると思う。クリアにできるものは安いと思うが，民がやる範囲が広くなれば広くなるほど，不透明な部分がどうしても出てしまうと思う。一般企業的な仕事であれば良いが，市民に対するサービス，公営なので公としての立場がむしろ大きいため，透明性の確保という視点が抜けてしまうとリスクが大きいという感じがする。

　　　会　長　　整理しておかなければいけないことは，業務委託の範囲があると思う。コンセッションまでいくと今のようなリスク分担の話が出てくる。福山市としては順次ステップを踏みながら進めていくという理解でよろしいか。

　　　事務局　　行政運営方針の中で，公と民の役割をしっかり分担して，民でできることは委託していこうというスタンスは変わらない。連携の手法として，色々な手法があるが，そこは慎重に検討していくべきと思う。公権力の部分までは民間委託できない。公として担保しておくところは，しっかり持っておくということである。

　　　委　員　　業者責任の確保を踏まえた上でというのは当然だが，最終的な責任は行政にあるということを前提として考えていく。その中で公と民との役割分担ということについて，公権力の行使だけが公の役割ではないということを副会長は言われたのだと思う。本来，行政が出来て民間ができないというものは基本的にないと思うが，どこまでを行政責任として持っておくべきかを，しっかりと認識しておかなければならない。

　　　　　　　　民間に委託する部分は，リスク分担であるとか，危機管理の場合はどうするのか，ということをしっかりと詰めて，やっていかないと行政責任を果たしたことにはならないし，市民の理解も得られないし，市民サービスにもならないと思う。

　　　　　　　　ルーチンの仕事の部分を民間へ出しているのも，最初はいいが，何年か経つと段々効果というのが落ちてくる。民間はどちらにしても儲けるためにやっているため，チェックはしっかりやっていただきたいと思う。

　　　会　長　　基本的なところは，リスク分担とどれだけ監視ができるシステムがつくれているかどうかということだと思う。

　　　委　員　　市民サービスの低下というのがあるが，水道にしても下水道にしても大変な時代になる。ある面，市民負担ということも考えないとそのようなことも視野にいれないと解決できない部分があるのではないかと思う。

　　事務局　　市民に負担を求めるところは求めないといけないということである。市民サービスの維持向上を一番の目的としている。その前段として，この会計というのは，独立採算であり市民へは負担を求めていると思っている。

　　　　　　　　例えば，市民サービスをもっと上げてくれと，質のいい，おいしい，東京と同じような水質の水をくださいということになれば，我々とすれば膜処理や，高度浄水処理など設備投資をするため，それに対して負担を求めることになる。今の状態でも市民に負担を求めているし，今後も負担を求めていくことには変わりはないと思っている。

　　　会　長　　官民連携については議論があると思う。官民連携がなぜ必要になってきたのかという所に戻るのではないかと思う。避けて通れない官側の状況が出てきたということで，官民連携を進めていかざるを得ない。それは行政の側の職員を減らしていっている中で，技術も継承がしづらくなってきている。官民連携をしないとなれば行政の職員を増やさないといけないが，それはできないと思う。このため民の力というか，連携も含め，ＰＦＩだと民の資金も活用するということで水道事業を持続可能な形で保っていくための必要な手法の一つであると思う。

　　　　　　　　後は議論があったように，民にどこまで，どういう形でリスクを明確にしながら，分担をしながらやっていくかということを，きちっと担保しながらやる必要があるということを委員の皆さんが指摘をされていると思う。

　　　　　　　　それと広域化についても，議論していただきたいと思う。例えば，府中市とか備後圏域の中で水道事業の連携をすることで，水道の経営というものにプラスになるような連携の仕方があれば，やはり進めるべきだと思う。

　　　委　員　　広域化については，建設投資の効率化になるのではないかと思う。

　　　　　　　　また，災害や大規模改修，大規模の故障のような時には，お互いの応援協定を結ぶなど，広域化の対応の中ではそういったこともあると思う。

　　　委　員　　広域化のところで6市2町の備後圏域のことが出ているが，今後は，一水道事業だけではできないということであろうと思う。そういう中で連携協定をどこまで進めていくかというのがあると思う。具体的には，首長が替わっても政策が変わらないようなところまでやっておかないと，なかなか一市町の問題ではないということもあるため，そこらも考えとして挙げるとすれば検討の中に入るのではないかという気がしている。

　　　委　員　　広域化は，福山市にとってはあまりメリットがない。しかし，官民連携をすることによりメリットが出てくるのではないかと言われたように覚えているが，具体的な案があったら聞かせてほしい。

事務局　　具体的にはまだ検討していないが，一般的には福山市の方が，規模が大きいため，効率よく事業ができていると思う。単純に言うと規模の小さい市町との連携はメリットがないのではないかと思っている。そのメリットを出そうと思ったら官民連携も含めて広域化を推進するべきではないかということを国等から聞いたことがあるため，そう発言したものである。

　　　会　長　　広域化により共同で購入する，また，小さな町であれば水質検査を独自でできない所がほとんどで，委託して分析をしている。福山市だと水質試験室を持っている。機械も持って技術者もおり，ほとんどの分析ができるというような中で，福山市に他の町の水道の分析をお願いするというようなことであれば，福山市にとってもプラスになり，頼んだ側もひょっとしたらプラスになるかもしれない，というような内容も一つの広域化である。

　　　　　　　　福山市にもメリットがある広域化のモデルを考えていかないといけない。その時に福山市の職員が他の都市の運転管理をカバーすることになるが，ちょっと足りないから民間と一緒にやるという官民連携も出てくると思う。　非常に色々な官民連携と広域化のあり方というのがあるため，それについて考えておかないといけないと思う。

次に，6番目，7番目の論点については，今日は議論する予定がない。前回，工業用水道事業会計の資金を他の会計にうまく活用するような会計のあり方はないのかという意見があって，宿題になっていた部分があったが，今回はまだ整理ができていないため，今回は議論しないということにする。

　それから，水道料金と下水道使用料のあり方については，時間があまりないこともあり，今日は議論するつもりはない。これは，十分に2から5までのことを議論した上での話となるため，次回にビジョンの素案のコメントが出てくる中で，何かご意見があれば出していただければと思う。

　　　　　　　　これまでに説明を受けた経営状況から言うと，平成30年に内部留保資金がなくなってしまうため，それに対する対応として，今議論していただいた内容を踏まえながら，最後は水道料金，下水道使用料についての議論まで踏み込まないといけないと言うことになろうかと思う。

　　　　　　　　無ければ，素案が出てきた時に，全体を通して議論いただければと思う。

　事務局は，前回の宿題部分の説明をするのか。

　　　事務局　　前回の宿題については，追加資料として配布している。例えば，国の動向をはじめ，企業債の動向や耐震化事業の内訳，経営が良い事業体の状況，ＩＣＴの実施状況など，今後色々な視点の中で議論していただければと思う。また，これまで皆様方から頂いた意見についてはビジョン，経営戦略へ反映していきたいと思う。

　　　会　長　　前回の宿題で，国の動向などがあり，資料としては配布されているが，今日は説明を省略させていただきたい。経営戦略の実施事業一覧については，見ていただき，何かあったら次回意見を出していただきたい。

　　　事務局　　補足だが，広域化について，水道事業は進んでいない。下水は，色々な視点で府中市や尾道市と雨水処理，下水道の処理という部分について，連携しながら共同処理をしている。広域化をイメージしていくには，平成の大合併をイメージしていただくと良いが，管理しているインフラの部分で無駄な浄水場というのは廃止をした。平成の大合併から10年経過している状況の中で，また違った枠組みがあるのではないかという部分で検討・研究をしていくべき時期に来ているというのが国の見解であろうと思う。そういう視点でまたご意見をいただければと思う。

　　　会　長　　次回7月に第5回の審議会を開催する時には，ビジョン，経営戦略の素案を出して頂き，全体が見通せるような形で，もう一度論点について議論 し，最終原案として第6回で確認して頂くように進めていきたい。

　　　　　　　　長時間にわたり時間もオーバーし申し訳ないが，次回よろしくお願いしたい。

　　　　　以上で今審議会の議事が終了した。

　　　　　第５回審議会は，７月に開催することを確認し，第４回福山市上下水道事業経営審議会を閉会した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12時20分閉会）
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